
《エネルギー（その１０）》 
  
 「新エネルギー ～廃棄物発電～」 
 
 
 今回は｢廃棄物発電｣について考えていきたいと思います。 
 
 まず廃棄物(ゴミ)のエネルギーを利用する方法ですが、これは廃棄物発電、廃棄物熱

利用、廃棄物燃料製造(RDF)の 3 つに分類できるようです。 
 
 ｢廃棄物発電｣では、廃棄物を焼却する際の｢熱｣で蒸気を発生させ、タービンを回し

て発電します。最近では、発電効率を上げるためにボイラーの高温・高圧化やガスタ

ービンエンジンと併用した｢スーパーごみ発電｣の導入が行われています。 
 
 ｢廃棄物熱利用｣は、発電した後の排熱を周辺地域の冷暖房や温水として利用したり、

発電せずに直接熱を利用する方法があります。また｢廃棄物燃料製造｣では、可燃ゴミ

を粉砕、乾燥、加工して RDF(廃棄物固形化燃料)を製造して利用します。 
  
 廃棄物焼却処理施設では廃棄物を燃やしていますが、その際、高温の燃焼ガスが大

量に発生します。この熱を無駄にせず、有効に利用して発電を行うのが｢廃棄物発電｣

です。｢マテリアルリサイクル｣に対して｢サーマルリサイクル｣とも呼ばれます。 
  
 この｢廃棄物発電｣には、以下のような特徴があります： 
－発電に伴う二酸化炭素等の追加的な放出がない(前提条件が必要)、 
－新エネルギーの中では、連続的な発電が可能な安定電源である、 
－発電規模は小さいが電力需要地に直結した分散型電源である。 
 
 当然のことながら問題点もあり、焼却施設の高温燃焼に伴う耐食性やダイオキシン

発生等には十分な配慮が必要です。 
  
 
 １９９９年度末における日本の廃棄物発電設備容量は、一般廃棄物が８４．５万ｋ

Ｗ、産業廃棄物が１３．６万ｋＷ（５８カ所）の合計９８万ｋＷとなっています。今

後の見通しとしては下表のとおりとなっています。 
 
 ところで、この中で設備換算と原油換算に大きな差異があることがわかります。太

陽光発電や風力発電では設備規模としては大きく拡大する見通しですが、設備稼働率

の関係から原油換算では見劣りする結果となるのかもしれません。 
 



 
              1999 年度    2010 年度見通し/目標 
          （実績）   現行対策    目標ケース  
 
           原油  設備  原油  設備  原油  設備    2010/1999  
           換算  規模  換算  規模  換算  換算    倍率 
  
太陽光発電   ５．３ ２０．９ ６２ ２５４ １１８ ４８２  約２３倍  
風力発電    ３．５ ８．３  ３２  ７８ １３４ ３００  約３８倍  
廃棄物発電   １１５ ９０  ２０８ １７５ ５５２ ４１７   約５倍  
 
バイオマス発電 ５．４  ８   １３  １６  ３４  ３３   約６倍  
太陽熱発電    ９８  －   ７２  －  ４３９   －   約４倍  
未利用エネルギー 
（雪氷冷熱を含む）４．１ －  ９．３  －   ５８   －  約１４倍  
廃棄物熱利用   ４．４ －  ４．４  －   １４   －   約３倍  
バイオマス熱利用  －  －    －  －   ６７   －     －  
黒液・廃材等   ４５７ －  ４７９  －  ４９４   － 約１．１倍  
 
新エネルギー供給計６９３ －  ８７８  － １，９１０  －   約３倍  
 
単位：原油換算（百万ｋｌ）、設備換算（万ｋＷ） 
 
( 出 典 ： 新 エ ネ ル ギ ー 庁 ホ ー ム ペ ー ジ

http://www.enecho.meti.go.jp/policy/energy/enesan2.htm) 
 
 
 新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO)のホームページによると廃棄物発電

のコストは、事業形態(都道府県、市町村、民間)、発電システム(従来型、RDF 等の新

しいシステム等)、処理規模等によって異なるようですが一般的には以下のような数値

が示されています。 
 
廃棄物発電（３００ｔ／日以上）の発電コスト 
 
廃棄物発電コスト ９～１１円／ｋＷｈ 
火力発電コスト  ７．３円／ｋＷｈ 
コスト比     約１．２～１．５倍 
 
 上記発電コストは他の新エネルギーの発電コストと比較してかなり競争力の高い状

況にあると言えます。 
 



新エネルギー発電コストの推移等 （単位：円／ｋＷｈ、万ｋＷ）  
 
エネルギー名  発電コストの推移   既存エネルギーとの比較 
 
太陽光発電   ３１４（Ｈ５）→８１（Ｈ１１）  家庭用電力料金の約３倍  
風力発電    ２６（Ｈ１） →１９（〃）    火力発電単価の約２倍 
燃料電池    ６７（Ｈ３） →２８（〃）    火力発電単価の約３．５倍  
  
※家庭用電力料金：約２５円／ｋＷｈ、火力発電単価：約８円／ｋＷｈ  
(出典：総務庁ホームページ http://www.soumu.go.jp/kansatu/energy.htm) 
 
 
 この｢廃棄物発電｣のコスト競争力から新エネルギーの中で廃棄物発電が突出する可

能性が指摘されています。例えば平成１４年６月７日に公布となった「電気事業者に

よる新エネルギー等の利用に関する特別措置法案」(いわゆるＲＰＳ 法）には「自然

エネルギー促進法」推進ネットワーク、気候ネットワーク、グリーンピース・ジャパ

ン、北海道グリーンファンド、自然エネルギー推進市民フォーラム、｢太陽光・風力発

電｣トラスト、FoE(地球の友) Japan らの団体が強く反対してきました。 
 
 特に上記法律における新エネルギーの定義として、風力、太陽光、地熱、水力の他

に｢石油を熱源とする熱以外のエネルギーで政令で定めるもの｣という記述がある点が

問題視されています。｢石油を熱源とする熱以外のエネルギーで政令で定めるもの｣の

中に｢廃棄物発電(ゴミ発電)｣が含まれることから、コスト競争力の高い｢廃棄物発電｣

ばかりが進展することとなり、｢ゴミ発電促進法｣となるという批判です。 
 
 
 ところで、廃棄物発電の問題を考える際に、日本における廃棄物焼却処理の特殊性

を理解しておく必要があります。具体的に日本は一般廃棄物処理において世界一高い

焼却率となっています。 
 
各国の都市ゴミ（一般産業廃棄物）焼却率（％） 
 
日本（１９９３）     ７３ 
デンマーク（１９９５）  ５６ 
フランス（１９９３）   ４９ 
スウェーデン（１９９４） ４１ 
旧西ドイツ（１９９０）  ２８ 
オランダ（１９９４）   ２６ 
アメリカ（１９９４）   １６ 
イギリス（１９９０）   １３ 
 



(出典：OECD Environmental Data 1997,p.157) 
 
 
 焼却施設数の観点からも諸外国と比較してまさに桁違いの数の施設を有しています。

最近、話題となっている焼却施設からのダイオキシン発生問題もこれだけ多数の焼却

施設を抱えていると対策の実行は容易ではないかもしれません。これらは行政制度の

問題とも密接に関係しているため、国内全体の廃棄物行政を見直さない限り解決でき

ない問題なのかもしれません。 
 
各国のゴミ（一般産業廃棄物）焼却実態 
 
         焼却施設数     発生量         焼却量  
 
日本    １，８５４    ５０，３００    ３８，０００ 
アメリカ    １４８   ２０７，０００    ３２，９００ 
カナダ      １７    ２３，２００     １，２００ 
ドイツ      ５３    ４３，５００    １１，０００ 
オランダ     １１    １２，０００     ２，８００ 
スウェーデン   ２１    ３２，０００     １，７００ 
                           （千トン／年） 
 
(出典：法研｢ダイオキシン汚染｣)  
 
 
 ｢廃棄物発電｣により｢火力発電｣における化石燃料の利用を抑制できた場合には二酸

化炭素の追加的な放出がないと考えることができます。しかし、発電量自体の増大に

伴い｢化石燃料｣を｢廃棄物｣燃料に代替したというような状況下では｢廃棄物発電｣と言

えども二酸化炭素の放出を伴う｢発電｣と位置付ける必要があります。 
 
 さらに｢廃棄物発電｣は｢新エネルギー｣としての観点の他、廃棄物問題としての観点

から総合的に考える必要があるように思います。｢廃棄物発電｣自体は、焼却処理に伴

って発生する｢熱｣の有効利用(｢サーマルリサイクル｣)で今後の展開が期待されますが、

｢焼却｣対象となる廃棄物発生の抑制(Reduce)こそ本来達成すべき目標であることを忘

れてはならないように思います。 
 

(２００２年９月１５日配信内容を改訂) 


